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女性関連法制の動向女性関連法制の動向女性関連法制の動向女性関連法制の動向        

 

（１）男女雇用機会均等（１）男女雇用機会均等（１）男女雇用機会均等（１）男女雇用機会均等法法法法    

 

 2013 年 12 月 24 日、雇用の分野における男女格差の縮小、女性の活躍促進を一層推進

するため、施行規則等が公布されました。施行は 2014 年 7 月 1 日からとなります。    
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（２（２（２（２））））次世代育成支援対策推進法次世代育成支援対策推進法次世代育成支援対策推進法次世代育成支援対策推進法    

    

次世代育成支援対策推進法とは次世代育成支援対策推進法とは次世代育成支援対策推進法とは次世代育成支援対策推進法とは    

・次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ育成される社会の形成に資することを目

的とする法律 

・2015 年 3 月までの時限立法 

・国および地方公共団体の機関は、「特定事業主行動計画」を策定 

・従業員数 101 人以上の企業において、「一般事業主行動計画策定」義務。 

 （100 人以下は努力義務） 

・一般事業主行動計画に基づき、９つの認定基準を満たすことで厚生労働省

から「子育てサポート企業」認定が受けられる。（くるみん） 

   ※長崎県内では現在４社（2014 年 1 月末） 

     ・株式会社長崎新聞社 

     ・メルコアドバンストデバイス株式会社   等 

 

 

    

改正改正改正改正案の案の案の案の内容内容内容内容    （2014 年 2 月 14 日 国会へ提出） 

 ①期限を 2025 年 3 月 31 日まで 10 年間延長。 

 ②認定基準の見直し 

  ・男性の育休取得率が一定割合以上ある 

  ・残業削減や有給休暇取得促進に向けて数値目標を設け、それが達成されている。 

  ・出産を経た女性が継続就業するための取り組み。      －などを基準とする。    
 ③既に相当程度の両立支援制度の導入や利用が進み、高い水準の両立支援の取り組みを行

い、新たに設ける認定を受けた企業については、一般事業主行動計画の策定・届出に代

えて、両立支援の取り組みの実績を公表する。 

 

 

（（（（3333））））産休中の保険料免除・育児休業給付について産休中の保険料免除・育児休業給付について産休中の保険料免除・育児休業給付について産休中の保険料免除・育児休業給付について（雇用保険法関連）（雇用保険法関連）（雇用保険法関連）（雇用保険法関連）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


